
新しいカリキュラムの編成の考え方  
【資格取得時の養成目標】                  資格取得時の介護福祉士養成の目標                    1．他者に共感でき、相手の立場 に立って考えられる姿勢を身につける。  

資格取得時のレベル。この各養  2．あらゆる介護場面に共通する基礎的な介護の知識・技術を習得する。  

成施設等はこの目標に到達す  3，介護実践の根拠を理解する。   

る‾とを目指して カリ             キ ーム  
4・介護を必要とする人の潜在能力を引き出し、活用・発揮させることの意義について理解できる0   

－ 
5．利用者本位のサービスを提供するため、多職種協働によるチームアプローチの必要性を理解できる   

介護に関する社会保障の制度、施策についての基本的理解ができる。   
7．他の職種の役割を理解し、チームに参画する意義を理解できる。  

8．利用者ができるだけなじみのある環境で日常的な生活が送れるよう、利用者ひとりひとりの生活している状態を的  

確に把握し、自立支援に資するサービスを総合的、計画的に提供できる能力を身につける。   

【領域の目的】                                                             凸  
9．円滑なコミュニケーションの取り方の基本を身につける。  
10．的確な記録・記述の方法を身につける。  

11．人権擁護の視点、職業倫理を身につける。  

【教育内容のねらい】  
教育内容  時間数   ねらい   教育に含むべき事項  

護実践できる能力を養う。  

アマネジメントなどの制度の仕組みを踏まえ、具体的な事例について介護過程を展開で  
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福祉系高校は、高等学校学習指導要領の適用を受けることから、  

01単位時間が50分、1個学年35単位時間の授業を1単位として計算する単位制が採   
用されていること  

○ 教科「福祉」、教科「看護」など、養成施設等とは異なる科目の振り分けがなされている   
こと  

等を踏まえつつ、養成施設等と同等の水準が担保されるように基準を設定する。  
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カリキュラム比較表  

新）2年課程  新）福祉系高校  福祉系高校3年  
（経過措置）  

52単位   

＊1単位を35時間として換算  

福祉系高校専攻科  
（経過措置）  

34単位   

＊1単位を35時間として換算  

33単位   

＊1単位を35時間として換算  

領域  教育内容   時間数   

人  
聞  30以上  

の  

理 解  

人 聞  
と   60以上  
社   
：＝E  

選  
択   

小 計  240   

介護の基本   180  

コミュニケーション技術   60  

生活支援技術   300  

介  
護                         介護過程   150  

介護総合演習   120  

介護実習   450  

小 計   1260   

発達と老化の理解   60  

ろ  
と  60  

か  
I; 
だ  60  

領域  科 目   
時間  

単位数   換算■  

人  
間  
の  
理  

4  140  
解 社  

の  

理 千r・   

選  
択   

4  140  

小 計  8  280  

介護福祉基礎   5  t75  

コミュニケーション技術   2  了0  

生活支援技術   9  315  

介  
護  介護過程   

4  t40  

介護総合演習   3  105  

介護実習   13  455  

小 計   36  1260   

ろ と か ら だ    こころとからだの理解   8  280  

領域  科 目   
時間  

単位数   換算■   

人  
間  
の  
理  
解  
社  4  140  

悶  
と        の  
理  
解   

選  ※上記必修科目のほか、人間と社会  4  140    択  
に関する選択科目  

小 計  8  280   

介護福祉基礎   4  140  

コミュニケーション技術   2  70  

生活支援技術   6  2tO  

介  
護  

介護過程   3  105  

介護総合演習   2  70  

介護実習   4  】40  

小 計   21  735   

ろ と か ら r    こころとからだの理解   5  175  

領域  科 目   
時間  

単位数   換算＊   

人  
間  
の  
理  

4  140  

闇  
と  

匹  コ＝  

遷  ※上記必修科目のほか、人間と社会   
択  に関する選択料日  

4  140  

小 計  8  280   

介護福祉基礎   4  140  

コミュニケーション技術   2  70  

生活支援技術   6  210  

介  
護  介護過程   

3  105  

介護総合演習   2  70  

介護実習   3  105  

小 計   20  700   

ろ  
と  
か  5  175   
b  

Jご  
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Ⅱ 教員  
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Ⅱ－① 教員に係る基準の見直しの基本的考え方  

教育力リキュラムの見直しの中で 
、 ○ 基準として専門分野について事実上科目名を規定している現行の仕組みから、基準と   
して領域ごとの教育内容を規定し、教育内容ごとの具体的な科目編成は各養成施設等   
の裁量にゆだねる仕組みに改められること  

0 3領域のうち特に「介護」の時間数が拡充されること  
に対応できるよう、教員に係る基準についても見直しを行う。  

〔見直し案〕  〔現行〕  
領
域
 
 

こころとからだのしくみ  人間と社会  基礎分野  

教育内容α  教育内容A  教育内容a  教
育
内
容
 
 

教
育
内
容
 
 

科目α1  
科目α2  

科目Al  

科目A2         1■  

科目al  

科目a2  

教育内容β  教育内容B  教育内容b  

科目β1  
科目β2  

科目Bl  
科目B2  

科目bl  

科目b2  

教員に係る基準  教員に係る基準  

「介護」の時  

の数と資格に  
間数  の拡充に対応できるよう、専任教員  科目ご  し

 
 

つ
 
 

l
－
 
 

掛
 
 

資
 
 

の
 
員
 
 

教
 
 

当
 
 

の
 
 

し
」
 
 

基
は
 
る
宝
l
ロ
．
 
 

準を設定する。  
員
か
．
っ
役
基
 
 

て基準を設定し  ている。  
」、「介護」及び  ■

 
一
■
 

“
‥
川
‥
■
■
〟
 

ヽ  
会
 
 

と
 
 

問
 
 

人
 
 

ト
 
 

て
 
 

し
 
 ○ 専任教員の数と  ヽ  十

か
 
 

酎
 
 

基
 
 

る
 
 

こ
 
 

掛
 
 

資
 
 

の3つの領域ごとに一貫性・統  のしくみ  
別途規定されている。  

＊ 専任教員は専門分野の担  

運営等を行うことについて責  

当教  な役割を担う者の資  

員でなければならない等の規定   



専任教員の役割と資格  

／－－■－－－■■●■一－●■■‾‾‾‾‾－ヽ  

領域「介護」の科目  
l1  

l  

t  

1  

I I 
I I 
t 1  
I I 

編成を行う専任教具i  ■■1－－■－■－－■■■－－一一■－－－－－■■一一－－－－－－1－■■■－－－－－－一一一■■－一一－－－－－■一■  

介護福祉士資格  ＋資格取得後5年実務  
I I 
I i il人   
ll＼＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ノ   
I I 

－－1  t  

I I 
t 」－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

l  

t r－－一一－－一一－「－「－－て－二∵「－∵丁∵ニニー－■■「二「二二‾ニニニニニニニ．ニニ‾‾‾‾‾   

＝ 保健師、助産師、看護師資格． 資格取得後5年実務  ll M、閃E‾r、け■店L－叩、‾R隅■r‘【■H   
＋  

年実務   

年実務  

医師資格  ■ 資格取得後  
■■－t■■－－1■■■一－－－■■■■■■－－■－－－－－－－－一一一－■■■■■■－－－－－■■■■■■一暮－－－－－■■■■■－■■－一－  

I I 
l L  
t  

l  

＋ 資格取得後  
； 社会福祉士資格        ▼lll1－1－■■－■－■－－－－－－■■■■－－－■■■■－■－－－－－－－－■■■■一－－－－－－－－－－■－－－－■■●■■  

大学院、大学、短期大学又は高等専門学校において、法令  
の規定に従い、当該教育内容を担当する教授、准教授、助  

： 教又は講師として選考された者  
I  

l  

専修学校の専門課程の教員として、当該教育内容を3年以  
！ 上担当した経験のある者  
1  

l＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿－．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿－－－－－－－－－－－・－－－－・－・－－－－－－－■  

専任教員の要件  
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専任教員の数に係る基準  

右表に定める数以上の専任教員  

を有すること。  

専任教員の資格に係る基準  （見直し案）  

○ 専任教員は、次のいずれかに掲げる者であること。ただし、介護の領域を教授する専任教   
員は、次のいずれかに掲げる者であって、かつ、専任教員として必要な知識及び技能を修得   
するために行う講習会であって厚生労働大臣が別に定める基準を満たすものとしてあらかじ   
め届け出られたものを修了した者その他その者に準ずる者として厚生労働大臣が別に定める   
者であること。  

イ 介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師又は社会福祉士の資格を取得した後五年  

以上の実務経験を有する者  

口 大学院、大学、短期大学又は高等専門学校において、教授、准教授、助教又は講師と  

して、その担当する教育に閲し教授する資格を有する者  

ハ 専修学校の専門課程の教員として、その担当する教育に関し三年以上の経験を有する  

者  
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領域「人間と社会」の科目編成等を行う専任教員の資格に係る基準   

専任教員のうち一人は、次のいずれかの条件を満たす者として、領域「人間と社会」における   
一貫性・統一性が確保された科目の編成等を行うことについて責任を有する者であること。  

○ 介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師又は社会福祉士の資格を取得した後5年以上の   
実務経験を有する者であって、厚生労働大臣が別に定める基準を満たす講習会（介護教員講習   
会）の修了者その他その者に準ずる者として厚生労働大臣が別に定める者であるもの  

○ 大学院、大学、短期大学又は高等専門学校において、法令の規定に従い、当該教育内容を担   
当する教授、准教授、助教又は講師として選考された者  

○ 専修学校の専門課程の教員として、当該教育内容を3年以上担当した経験のある者  
！■て経過措置］‾■‾  

■ ■ ■ ■ ■■■ ■ － ■ ● ■ －■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ● ■ ■ －■ ● ■■ ■ ■ ■ － ■ ■■■－ ■ ■ － －■■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ － ■ －■ ■ ■ ■ Tl■ －＝ ■ ■ ● t － － ● ■ ■ ■■ ■ ■ ● ■ヽ  

l  

一   平成21年4月1日から3年間は、現に専任教員であって、医師又は社会福祉士の資格を取i  
！得した後5年以上の実務経験を有する者を領域「人間と社会」の科目の編成等を行うことにつ≒  
！いて責任を有する者としても差し支えない。  1  

t．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿一＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．一．＿．＿暮＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．．．．．．．＿．＿．＿  

領域「介護」の科目編成等を行う専任教員¢資格に係る基準   

専任教員のうち1人は、次のいずれの条件も満たす者として、領域「介護」における一貫   
性・統一性を持った科目の編成等を行うことについて責任を有する者であること。  

○ 介護福祉士の資格を取得した後5年以上の実務経験を有する者  

○ 厚生労働大臣が別に定める基準を満たす講習会（介護教員講習会）の修了者その他その者   
に準ずる者として厚生労働大臣が別に定める者  
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領域「こころとからだのしくみ」の科目編成等を行う専任教員の資格に係る基準   

専任教員のうち一人は、次のいずれの条件も満たす者として、領域「こころとからだのしく   

み」における一貫性・統一性が確保された科目の編成等を行うことについて責任を有する者   
であること。  

○ 医師、保健師、助産師又は看護師の資格を取得した後5年以上の実務経験を有する者  

○ 厚生労働大臣が別に定める基準を満たす講習会（介護教員講習会）の修了者その他その者  

に準ずる者として厚生労働大臣が別に定める者   

■ ■ ● ■lll■ ■ ■ ■llllll■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ t■■ ■ ■ ● ■ll■ ■ ■■■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■■ ■ ■ ■ ■ ■ tl■■ ■ － ■ ■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ t ■ － ■ ■ ■ － ■ ■l■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■l■ ■ t ■ 一 ■ ■－l  

［経過措置］  

・   平成21年4月1日から3年間は、現に教員であって、医師、保健師、助産師又は看護師  

の資格を取得した後5年以上実務経験を有する者については、適切に科目編成等を行うため  
に必要な体制の確保が適切に講じられている場合には、領域「こころとからだのしくみ」の室  

料目の編成等を行うことについて責任を有する者としても差し支えない。  l  

l  

l  ■ － ■ ■■ ■ ■ ■ l■ ■ ■■ ■ ll■ ● ■llllllll ■ ■ ■ llll■l■ ■ ■■ ■ ■■－ ■ ■■ ■ ■lllll■ ■ ■■■ ■ ■ ■l■■ ■ ■ ■ ▲■■ t ■■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■lllllll■ ■ ■ ■ ■ ■ llllllll■ ■ ■ ■ ■－ ■ － ■ －【■ ■■ ■ 一 ■ ■－1 ■ ■ll■■ ■ ■ ■ ■■ ■ －  

領域ごとの科目編成等を行う専任教員の資格に係るその他の基準  

1人の専任教員が、それぞれの基準を満たす場合には、複数の領域について科目編成等を行  
うこととしても差し支えないものであること。  

19   



［参考］現行の専任教員の｛資格に係る基準  

○ 専任教員であって社会福祉援助技術、社会福祉援助技術演習、介護概論、介護技術、形態   
別介護技術、介護実習又は介護実習指導を教授するものは、厚生労働大臣が別に定める基準   
を満たす講習会（介護教員講習会）において、専任教員たるに必要な知識及び技能に関する   
課程を修了した者その他その者に準ずる者として厚生労働大臣が別に定める看であること。   

［省令］  

○ 専任教員のうち2人は、介護福祉士、保健師、助産師又は看護師の資格を有する者とし、   
これらの者のうち1人は、介護実習指導を教授できる看であること。［省令］  

○ 専任教員のうち2人以上は、介護福祉士、保健師、助産師又は看護師の資格を有し、当該   
資格取得後5年以上実務に従事した者とし、これらのうち1人は、介護福祉士の資格を有す   
る者とし（後略）。［通知］  

○ 専任教員は、専門分野の担当教員でなければならないこと。［通知］  

0 2年以上の課程の介護福祉士養成施設等については、専任教員のうち少なくとも1人は、   
社会福祉概論、老人福祉論、障害者福祉論又は社会福祉援助技術を教授できる者であること。   

［通知］  

；［省令］社会福祉士介護福祉士学校養成施設  昭和62年厚生省令第50号）  定
 
指
 
 

祉
 

護
 
 
 

（
 
 
 

■
■
■
■
■
■
 
 
 

；［通知］「社会福祉士養成施設等指導要領及び介  緒     士養成施設等指導要領について」（昭和63年1月14  
：、日社庶第3号、厚生省社会局長通知）   
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見直し案  

○ 専任教員のうち1人は、教務に関する主任者であ   
ること。［省令］  

○ 専任教員のうち2人以上は、介護福祉士、保健師、   
助産師又は看護師の資格を有し、当該資格取得後5   
年以上実務に従事した者とし、（中略）また、これら   
の者のうち1人は、太弘 大学、短期大学、高等   

専門課程において、おおむ   

純こと。［通知］  

○ 専任教員のうち1人は、領域「人間と社会」、領   
域「介護」及び領域「こころとからだのしくみ」の   

全般にわたる教育課程の運営等を行う教務に関する   

主任者であること。  

○ 教務に関する主任者は、企護提 
お1±る重度塵旦と土工3年以上塑教歴を有する看で   

あって、厚生労働大臣か別に定める基準を満とす講   

呈会（介護重畳鼻翼会迦 息に   

必要な知識及ひ技能に関する課程を修了した者その   

他その者に草する育として厚生労働大臣か定める着   

であること。   
■ ● ■－ ■ － ■ － ■ 一 ● － ■ －－ ■ ■■■■ ■ ■■－ ■ ■ ■ －■■ ■ ■－ ■ － － ■ ■ －■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■  

■ ■ ■ ■■ ■ 一 －                                    ■［経過措置］  ■  

l平成21年4月1日から3年間は、現に養成施設l  
！において従事する教務に関する主任者を、領域全般i  
！にわたる教育課程の運営等を行う教務に関する主任i  
！者としても差し支えないものであること。  l  

l．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．－．＿．－．＿．＿．＿．＿．＿．l  

；［省令］社会福祉士介護福祉士学校養成施  
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昭和62年厚生省令第50号）  
；［通知］「社会福祉士養成施設等指導要領  

：、日社庶第3号、厚生省社会局長通知）  
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士養成施設等指導要領について」（昭和63年1月14  
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